
５

変貌する極東ロシア研究序論

望　月　喜　市

Ｉ　は　じ　め　に

　極東ロシアは，新生ロシアが始めた市場経済への移行過程で，ロシアの先進経済地域との経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
的一体性から切り離され，相対的に自立した地域経済圏に変貌しつつある 。

極東地域経済圏の場合は，極東地域の他，東シベリア地域に入るチタ州とブリヤート共和国を加

えた連邦主体の合議体である「極東 ・ザバイカル地域間経済協力協会」（極東の地域の１Ｏの自治体

十ザハイカル地域の２つの自治体 ，Ｍｅｘｐｅｒ〃０Ｈａ肚Ｈ朋ａｃｃｏ岬ａ叩見弧０Ｈ０Ｍ胴ｅｃＫ０ｒ０Ｂ３ａ舳ｏ爬並ｃ冊畑

・皿ａ皿。削沈Ｂｏｃ．０Ｋ〃３ａ６ａ立Ｋａ肚ｅ”）が作られ，地域的連帯を維持している 。この地域を対象とし

て「極東 ・ザバイカル経済 一社会発展連邦目的プログラム ：１９９６－２００５年」（１９９６年４月１５日政府決

定Ｎｏ． ４８０）が作られてた 。（文献（１），（２））。

　第２章では，この地域が国内の先進経済地域およびアジア太平洋諸国とどう経済関係を結んで

きたか。その結合の度合がどのように変化したのか，という歴史的発展を概観する 。その史的展

開のなかから ，市場経済への移行期にある現在の極東は，結局アジア太平洋諸国 ・地域，国内の

他地域経済，および域内経済の３者間の最適結合を求めることによって，市場経済のもとでの経

済発展を実現できると結論づける 。

　第３章では，極東（およびザバイカル地域）経済の発展方向をデザインした「極東 ・ザバイカル

発展長期計画」の内容を検討する 。このプログラムの大きな柱の１つは，内外の地域問経済結合

の最適度合いを求めることである 。しかしこの計画は，その作成過程に多くの国家機関，地方行

政府が参加し，大統領のプログラムというステイタスを獲得したにも関わらず，ロシア経済全体

の不振の中で，実績は計画軌道から大幅に下方に逸脱し，その抜本的建て直しが求められている 。

　第４章では，国内地域経済とアジア太平洋諸国 ・地域との狭問にある極東ロシアが，２１世紀に

向けどのようにその地域問分業のための交通インフラを整備しつつあるかを概観する 。そのイン

フラ創設の展望は規模壮大ではあるが，そのすべてを実現するためには，今後長期にわたる努力

が必要である 。

　第５章では，目を北東アジアに転じ，２１世紀にそこに展開するであろう天然ガスパイプ網に付

いて考察する 。その建設がなぜ必要か，その供給体制はあるのか，需要の展望はとうか。さらに ，

天然ガスは燃料としてだけでなく ，ガス自動車，ガス電池，ガス化学工業の原料として，新しい
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需要が開拓されつつある 。こうした，天然ガスの供給源として極東ロシアは大きな役割を果たす 。

このことは，極東ロシアが北東アジア経済に結合するための大きな推進力となると考えられる
。

ＩＩ極東の経済的位置付けの変化

　極東経済圏はソ連の中央計画経済時代には，ソ連の地域的分業体制のなかで，天然資源の供給

地として国内経済に緊密に結合され，アジア太平洋経済との交易は，（ごく部分舳こは存在したもの

の）禁止されていた。しかし，ロシア革命以前とネ ップ期にはこうした状況ではなく ，貿易関係

が行われ，国内経済との一体性は少なか った。また，中央計画経済の時代でも国内経済との一体

性の程度には，時期により微妙な変化があ った。以下では，主としてミナーキル ・イシャーエフ

共著（４）をべ一スにして，極東の経済的位置づけの変化を跡づける 。

　極東の発展は１９世紀末のシベリア横断鉄道の開設から始まる 。１９世紀末から社会主義革命まで

の時期は，全面的な国家の保護のもとに地域開発が行われた。その保護形態は補助金，輸送料金

の割引，新規入植者の生活保護，その他の形をとった。極東とロシアとの経済関係は，必要資材

の西から東への移動という形を取り ，地元の生産物は地元市場で販売するか，東方へ輸出するか

した・経済地域は全面的に開放されており ，アジア太平洋諸国との貿易についての障壁は全く存

在しなかった。労働力は合法 ・非合法を問わず，中国からの移民でまかなわれた。しかし，この

時期には，発達した輸出基地はまだなく ，地域経済は，強力な軍事的要素をもった農業経済であ

った。極東ロシアは，農民入植の予備地域であり ，太平洋艦隊と地上軍の基地でもあった。この

モデルのもとでは，遠隔地特有の高 コストがもたらす地域生産物の非競争力について問題は起き

なかった。というのは，国家発注と地域への必要品の搬入は，高い値段ですべて国庫が支払いに

応じたからである（国家は高い費用を，極東を閉鎖地域として維持するための費用と考えていた）。 私的

生産者は，収益性をもたらす生産物と販売市場のみを取り扱った。この構造は，経済の急成長を

保証しないが，国内の他地域との経済的平等を保証した。この関係は１９１７年のロシア革命以後も

継続した（誕生したばかりの革命政府が革命後の混乱期に極東経済をどれだけ支援しえたのかは多分に疑

わしい）。 しかし１９２２年以降ネ ップ期（新経済政策期）に入ると ，商業の自由が認められ市場経済

化が進行した。この時期，極東へは中央からの物資はほとんと搬入されず，企業に対する国家保

護がなくなったため企業は競争力を失い，西方（東西シベリア ・モスクワ方面）の市場を失 った 。

しかし東方への境界は自由に開かれていたので，外国貿易は全地域生産物の３０％に達した。中国

からの移民は以前と同様に労働力の大きな部分を占めた 。

　ネ ソプ政策から重化学工業化と農業集団化政策に転換した１９３０年頃を境として，極東地域に対

する国家保護が復活した。発展に必要な機械 ・資材は，すべて中央から搬入され，国家補助金が

復活，輸送費や（辺地に労働力を引寄せるための）高賃金，燃料 ・電カヘのコスト補填が行われた

ので，西方との経済的結合が回復し，地域経済は強力な採掘部門と国防産業をもつ大規模な産業

タイプに変貌した。極東は国内市場へ原料資源を供給する機能と ，太平洋艦隊の経済的基地機能 ，

極東の軍事最前線の機能を分担することとなった。地域生産物はほとんど例外なしに国内市場に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５４）
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引渡され，対外貿易の自由は消滅した。極東からの輸出は，国家計画で指令された原料（鉱物資

源）と兵器の国家チャネルによる中央への引渡しにとって変わ った。東方への扉はとさされ，連

邦内部の再生産 ・分業関係に地域経済はがっちり組み込まれた。生産活動の目的は生産効率の向

上ではなく ，（第二次世界大戦に備え）経済外的目的，つまり政治的 ・軍事的目的に奉仕すること

に変わ った 。

　戦争が終わると極東でも戦時体制は緩和され，極東へ搬入される資源の経済外的基準は弱くな

った。しかし経済効率は相変わらず低く ，地域は外延的発展を継続した。平和経済に転換してか

らも ，極東ロシアの経済は，国家発注（軍需生産発注），補助金，国家集中投資計画によっ て支え

られてきた。ソ連時代には，貿易の自由はなくすべてはモスクワの産業別輸出入貿易公団が取り

仕切 っていた 。

　１９５６年の日ソ共同宣言で国交回復が実現し，翌５７年に日ソ通商条約が締結されると ，堰を切 っ

たように日ソ貿易は進展した。ついで１９６０年代になると ，シベリア ・極東開発に日本の資本が導

入され始めた。ソ連は開発に投入する資本が不足していたため，国内では直ちに利用不可能な森

林の一部を，コンペンションベース（開発費用を生産物で支払う）で日本に開発を依頼したのであ

る。 資源の乏しい日本にとってもこの取引は有益であり ，この取引によりその後長期にわたり石

炭や木材が極東から日本に輸出されることになっ た。 当時，シヘリア ・極東開発に乗り出す外資

は日本資本以外になく ，まさに日本資本の独壇場であ った。この頃，日本大手商社の対ソコンペ

ンセーション貿易およびプラント輸出に平行して，日本の日本海沿岸の中小規模の企業との国境
　　　　　　　　　　　　　２）
貿易 ＝沿岸貿易がはじまった。この貿易品目は，地域特産品で国家的意義をもたないとされる中

央計画の枠外品，もしくは計画超過品であ った。沿岸貿易品目であ っても ，取引が盛んになり成

長性が認めれるようになると ，その品目が中央の貿易品目に吸い上げられ，沿岸貿易品目から外

されることもあった。これと並んで，全ソ消費協同組合と日本の友好商社との問の貿易も存在し

たが，その規模は小さか った 。

　！９６７年から極東 ロシアは（かっての中ソ蜜月時代が終わり），中国からの軍事的 一政治的脅威を感

ずるようになった。これに伴い極東の軍事産業や採掘産業への中央物資（機械 ・資材 ・生活用品）

の輸送量が再び増大した。中央投資の比率は３０年代にはソ連全体の投資の６．３％であったが，７０

年代 一８０年代には若干低下した（全投資の５％）。 この間アジア太平洋諸国との貿易は継続されて

いた 。

　１９８７年になると ，当時のゴルバチ ョフ政権は貿易の自由化政策を打ち出し，最初は大企業にの

みそれを許したが，次第にの許容範囲を広げていった。それは，経済の自由化という方針に沿 っ

た措置であるとともに，一方では中央財政の逼迫から地方に対する投資や補助金が思うように支

出できないという事情もからんでいた。つまり ，貿易によって極東自身で外貨を獲得せよという

わけである 。当時，極東の国内市場依存度は約８０％であった。極東自身の域内市場は小さいので ，

域外市場（国内 ・国外の）に進出することは必要であ っても ，そのためには生産設備と生産構造

の広範な近代化によって企業に競争力を付けなければならない。しかし資金不足のためそれは不

可能であったから ，極東の生産活動は縮小せざるを得なか った 。

　外国貿易の自由化政策が打ち出されたこの年（１９８７年）「極東社会経済総合発展戦略」が採択さ

れた。この政策を合理化する原理として，６０年代半はに提案された「地域独↓採算制（リーンヨ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５５）
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ナル ・ハスラスチ ョソト）」（Ｂ　Ｏｐ皿０Ｂ，Ｐ皿Ｈｍ．ｐ）原則が利用され，高い極東価格や，膨れ上がる

インフラ投資費用は，「地域ハズラスチ ョット」原則により ，地域自身が負担すべきであるとい

うことになった。販売先が計画で予め指定される方式は，国家発注システムおよびフォンド（基

金）別分配システムとともに消滅した。購入資金を割当て，それで（計画で保障された）原料 ・機

械を買付る方式もまたなくなった。このプログラムは，中央計画方式と市場原理のハイフリソド

タイプであったが，１９９２年から新生ロシア全土で展開された，急進的市場経済化政策によって完
　　　　　　３）
全に崩壊した 。

　市場経済化政策とともに，中央からの経済支援をうち切られた極東は，経済建て直しのために

は， 中央からの財政支援が不可欠であると訴え続けた。１９９４年になってや っと ，燃料の長距離輸

送費を補填する形で，非常に切りつめた補助金が部分的に復活した。国家予算からの投資は急速

に縮小し，現在では域内全投資の２０％（改革期以前は９０％）以下になった。国家の保護をうち切ら

れた極東経済は競争力を失い，ロシア国内市場とＣＩＳ（独立国家共同体）市場からの急速な撤退

を余儀なくされた 。

　そこで，極東経済は国際競争力をもつ伝統的な輸出品目 ，魚介類 ・木材 ・非鉄金属などに依拠

してアジア太平洋諸国への輸出をのばしたが，それでも国内市場の縮小を補完する程十分な金額

にはならなかった。しかし輸出収入は（以前のように中央に吸収されるのではなく）直接輸出業者の

勘定に入るので，これら部門の財政を潤すことになった。インフレによる生産費の増大は，輸出

の収益性を急速に圧迫した。だからといって輸出を止める訳にはいかなかった。国内向け販売は

売上金の回収が不可能になるおそれがあり ，輸出の縮小は生産の縮小 ・失業の増大を意味したの

である 。

　生産高の約７５％は極東域内市場で，１０％はロシアとＣＩＳの国内市場で，１５％は対外市場（基本

的にはアジア太平洋諸国）で販売されている 。こうして，市場経済への移行条件のもとで，極東経

済は否応なしにアジア太平洋諸国との貿易関係を拡大する努力を続けることになった。しかし ，

ソ連時代の７０年以上にわたる歴史的経過の中で，極東ロシアのアジアに於ける存在感は，現在非

常に薄い 。

　ｒ極東はロシアのｒ太平洋地帯」を形成しており ，海洋への出口，２１世紀のもっとも動態的な

アジア太平洋諸国と直接接している 。しかし，歴史的には（最近ＡＰＥＣのメンハーになったとはい

え）アジア太平洋諸国との関係は薄い 。

　アジア太平洋諸国で始まっ ている変化過程のなかで，自己の役割を活発化させるには，ロシア

がアジア太平洋諸国の真の意味での一部分にならなくてはならない。しかし，現在の所，東アジ

アは，ロシア極東をｒ自分の仲問」として認知していないし，東アジア諸国のような成長レベル
　　　　　　　　　　　　　４）
を持っていない」（ミナーキル）。

　１９８７年計画の崩壊後，１９９６年に新しい市場経済原則をべ一スとする「２００５年にいたる極東 ・ザ

バイカル連邦目的プログラム」（大統領プログラム）が採択された。これは，新しい条件下での極

東発展の可能な方向を示す上で，重要な一石ではあった。しかし，現在のところ ，ロシア経済全

般の不振のなかで，この計画もまた，当初の成長軌道から蓬かに離れた位置で低迷している 。こ

のプログラムについては，章を改めて検討する 。

（２５６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）ロシア国内の地域経済圏にはつぎの１２がある 。北部地域，北西地域，中央地域，ヴォルガ ・ビャト

　カ地域，中央黒土地域，沿ヴォルが地域，北カフカース地域，ウラル地域，西シベリア地域，東シベ

　リア地域，極東地域，飛地（カリニングラード州）

　　地域経済圏とは，地理的に隣接し，気侯風土が似ている連邦構成主体（州 ・地方 ・共和国 ・自治管

　区 ・自治州など）のグループを意味するのであ って，まとまった１つの予算 ・議会や，取引主体とし

　ての法人格をもつものではない 。

２）　日本と極東ロシアとの沿岸貿易は，１９６３年から開始され，沿岸貿易専門機関として，ソ連はナホト

　カに極東輸出入事務所（ダイリイントルグ）を開設した。８７年の貿易の自由化にともない，この機関

　は全ソ外国貿易公団に昇格した。沿岸貿易は，日ソ貿易のわずか２～２ ．５％のシェアしかなか ったが ，

　その成長率は日ソ貿易全体より高か った（シェアは７６年の１ ．７％から８４年の２ ．５％へ増加）。 沿岸貿易

　の特徴は，¢ソ連側の輸出先行のバーター取引。つまり対日輸出で獲得した外貨に見合う額しか輸入

　しない。　ソ連側の輸出品は，極東で生産または採取されたものでノルマを達成したもの，すなわち

　余剰物資に限られること ，　ソ連の輸出入公団が取り扱う以外のものに限る 。木材 ・石炭などの重要

　商品は，公団から一部移管される形で輸出が認められた。したがって流通手数料だけ，公団直轄分よ

　り高い値段が付けられた。＠ソ連側はダリイントルグ１杜のみが沿岸貿易を扱ったのに対し，日本側

　では約１３０社がこれに従事したので，日本側に過当競争が起き ，トラブルが発生することもあった 。

　このような制約があ ったが，沿岸貿易はその近接性（ナホトカを中心として日本海諸都市はほぼ半径

　８００ｋｍ以内），気侯 ・風十の類似性，消費物資の補完性や日口貿易拡大の意欲によって，急速に発展

　した（文献５）。

３）　この「発展戦略」は，２０００年に至る「極東地域，ブリヤート自治共和国，チタ州」の生産力発展国

　家長期プログラムとして作成された。その主要な項目は¢～　で表される 。¢地域産業構造の再編成 。

　（・）採掘鉱業，林業，漁業をべ一スとする加工産業を導入する 。（ｂ）極東大陸棚の炭化水素資源の開発と

　海洋生物資源からの有用物質の抽出工場の建設。（・）地域産業へ科学集約産業を導入する 。　エネルギ

　ー部門の拡大（石炭 ・天然ガスの利用拡大など），運輸の拡大（１９８５年バム鉄道の建設完了とアムー

　ル＝ヤクーチァ 鉄道＜アヤム鉄道〉の建設開始），建設部門の拡充。　社会環境の改善。¢対外関係の

　発展。さらに，地域独立採算性と中央集中主義との相互関係，計画実現のための資材 ・資金調達問題 ，

　労働力の確保問題などについても言及されているが，こうした問題はすべて未解決のまま ，９２年の急

　進的市場経済化政策のまえに「発展戦略」は壊滅した。この問題については，ミナーキル氏の論文（６）

　を参考されたい 。

４）これを日本の側から考えてみよう 。現在のところ ，日本人の中には，「シベリア」（シベリア抑留 ，

　シベリア開発など）という概念はあっても ，「極東 ロシア」という概念は育 っていない。経済統計で

　は欧州の国の１つとしてのロシアのなかに極東は埋没している 。郵便ではハバロスクヘの郵便は欧州

　行きに分類されている 。国際競技では，日本はアジア予選でカザフチームとは戦っても ，極東 ロシア

　チームと対戦することはない。ロシアチームは欧州予選に出場するからである 。香港は１つの地域で

　ありながら ，日本の経済統計には香港として登場している 。台湾も１つの国家ではないが，国際的に

　は台湾としての存在感が定着している 。極東ロシアも地域としての存在感を国際的に定着させる努力

　が必要である 。楕円に中心が２つあるように，ロシアには，モスクワとならんで極東にもう１つの楕

　円の中心が存在すべきだ。ソ連時代のようにモスクワー極集中制度では，極東ロシァがアジァ太平洋

　諸国 ・地域に本当の意味で参入することは困難である 。ロシアはＡＰＥＣへの参加を果たした（１９９８

　年）。 極東 ロシアはこれを契機として，ロシアの対ＡＰＥＣ政策で主導権をにぎるべきだ。２１世紀は

　「地方」の時代なのである 。

（２５７）



１０ 立命館経済学（第４８巻 ・第３号）

ＩＩＩ極東 ・ザハイカル長期発展計画

　極東 ロシアの経済を考えるに当たり「極東 ・ザバイカル経済 一社会発展連邦目的プログラ

ム： １９９６－２００５年」（以下「極東 ・ザバイカル長期発展計画」）をべ一スとして考察を進める 。という

のは，この計画は現在頓挫状態にあるとはいえ，連邦経済省を中心として，１０の中央官庁と極東

の各地域行政府が作成に参加し，１９９６年に政府決定として公布，さらに大統領プログラムのステ

イタスを獲得したプログラムで，極東経済をどのように発展させるべきかを入念に検討したもの

となっているからである 。

　このプログラム成立のいきさつはつぎのようであった。１９９１－９６年期間の極東の工業生産高は

全国平均より大きく低下した。１９９６年の生産高指数（９１年 ・１００）は全国で５２５であるのに，極東

４９ ．２であ った。このような極東生産の不振を前にして，地域に適した特別のプログラムを作成し

採択する必要性は，１９９２年新生ロシアがその発足にあたり急進的経済改革政策（いわゆる「ショッ

ク療法」）をとる以前，早くから極東の学者によって提起され，極東の各地方政府もそれに賛成し

ていた。しかしそのためのプランが採択され発足したのは，９６年４月になってからである 。その

後ロシア経済のマイナス成長が継続するなか，極東経済もまたマイナス成長が続き ，プラス成長

を則提としたこのプランは，目標値から大きく後退した状態になっている 。このプランのもっと

も大きな欠陥は，プランに掲載されている目的を保証する可能性に関する検討が弱かった上，目

的実現の手段についての裏付けがなかった点にある 。

　３－１）プロクラム作成経過

　このプログラム作成の最初のきっ かけは，９２年９月のエリッイン大統領指令による 。正式採択

は９６年４月である 。計画作成の中心は，連邦経済省内の産業立地 ・経済協力委員会（委員長はア

レクサンドル ・グランベルグ氏 ：当時）で，それに９つの省庁（国家委員会を含む）が協力，合計１０の

連邦国家機関が参加した。同時に，計画対象地域の極東 ・ザバイカルの行政府からも委員会に委

員を出している 。資金面では，ｒ極東 ・ザハイカル復興発展基金」の創設を考えているし，毎年

の予算編成期にはｒプログラム」への資金配分を見直すことになっている 。また，委員長Ａク

ランベルグ氏によると地方ｒプログラム」のなかで，大統領プログラムのステイタスを得たのは ，

このｒプログラム」だけであるという 。

　「極東 ・ザバイカルプログラム」は，政府決定（Ｎ。．４８０；１９９６年４月１５日）と ，それに立脚した

大統領令（モスクワ ，クレムリン；１９９６年４月２３日）によりその実行が義務付けられている 。以下 ，

このプログラムの作成のいきさつなどについて，原テキストから紹介する 。（文献（１）ｐｐ．４９－５１ ，筆

者訳から再録）。

Ａ）大統領令 ：

　「ロシアの社会 一経済発展における極東 ・ザバイカルの重要な役割と ，急速に発展するアジア

ー太平洋地域におけるその地政学的位置を考慮して，つぎの決定をする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５８）
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　第１條　１９９６年４月１５日付け政令Ｎｏ． ４８０により承認されたこの「極東 ・ザバイカルプログラ

ム」に大統領プログラムのステイタスを与える 。

　第２條　大統領令第１条に示したこのプログラムの実現のために，経済復興発展世界銀行

（ＩＢＲＤ），国際外貨基金（ＩＭＦ）との協定の準備 ・締結による資金調達，およぴ国債の発行 ・国家

の借款による資金調達に際しては，優先的資金分与を政府に指令する 。」（エリッイン大統領モスク

ワ， クレムリン１９９６年４月２３日Ｎｏ．
６０１）

Ｂ）政府決定（Ｎ。． ４８０；１９９６年４月１５日 ，モスクワ）

　「極東 ・ザバイカル経済 一社会発展連邦目的プログラム ：１９９６－２００５年」の承認について ：

　極東 ・ザバイカルの経済 ・杜会発展条件を保障する目的をもって，ロシア連邦政府は以下の決

定をする 。

¢連邦政府は，「連邦プログラム」を承認する 。

　経済省と財務省は，１９９７年から毎年，ロシア連邦社会 一経済発展計画予測草案の作成と連邦予

　算作成に際して，ｒプログラム」の資金調達のための資金分配を見直すこと 。

１９９６年のｒプログラム」の資金調達を現実の可能性に立脚して保証すること 。

　「プロクラム」の共同作成者として経済省の他つきの官庁が，それぞれの個別分野を担当する 。

半連邦労働省→雇用問題，＊ 産業政策国家委員会→産業構造再編問題，＊ 対外経済関係省→アシ

　ア ー太平洋地域（ＡＴＲ）諸国との対外経済関係の発展問題，＊ 漁業委員会（訳注 ：現在は農業食

　料省内の漁業局）→漁業問題，＊ 運輸省と通信省→輸送問題，＊ 冶金国家委員会→冶金問題，＊

　国営会社「ロスレスプロム」→木材加工産業，＊ 軍需産業国家委員会→国防産業の民需転換 ，

　＊ 北方発展問題国家委員会→北部少数民族地区と生活向上問題およぴイノベイションプロクラ

　ム「テクノポリス：コムソモリスク ・アムールスク ・ソルネチヌイ」。

＠経済省は（上記）共同作成者，および対象区域の地方行政府と協力して，「プログラム」実現

　の形式と方法を追加的に検討すること 。

　対象地域の地方行政府は，極東 ・ザバイカリエの「再建と発展基金」を所定の手順で創設する

　という提案に賛成する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連邦政府代表　　Ｖ．チ ェルノムイルジン

Ｃ）序文抜粋

　本「プログラム」の財源については，地域の独自の可能性を第１に考慮すべきである 。資金源

泉としては，連邦予算，当該地域の地方予算，予算外資金，海外からの投資なとの利用が予定さ

れている 。

　「ロシア連邦目的プログラムや国際プログラム（ロシアも参加する）の作成 ・承認 ・実施基準」

に対応する ，「プログラム」管理と実施過程のコントロールに関する総合措置を含む部分が，「プ

ログラム」に設けられている 。

　「プログラム」は，上院（連邦議会）への大統領「親書」 ，「１９９５～１９９７年 ロシア経済の改革と発

展」（連邦政府プログラム），１９９６～２００５年に向けたその他既存の政府目的プログラム ，各省庁およ

び極東 ・ザバイカル地域のすべての行政府の提案を考慮して作成された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５９）



　１２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第３号）

　プログラムの主要な作成者は，ロシア経済省の「産業皿地 ・経済協力委員会」であり ，極東 ・

ザバイカル協会，関係省庁，地方政府，一連の研究機関がこの作成に参加した 。

　「プログラム」は，ロシア経済省の首脳部会議，その他の連邦省庁，地方行政府，「極東 ・ザバ

イカル」地域間評議会で，一再ならず検討された。できあがった部分の最も重要な問題について ，

関係地方行政府とともに検討し，その同意を得るために，モスクワのプログラムリダーや専門家

は極東 ・ザハイカル地区へ出張した。プロクラム草案は連邦政府付置専門家評議会の専門委員会

で検討され，その結論部分の見解と提言がプログラム草案に盛り込まれた 。

　この「プログラム」草案は，同専門家委員会の総会で検討され採択された。同委員会の「提案

と勧告」は，ｒプログラム」に反映されている 。

Ｄ）連邦プログラムの性格（パスポルト）（ウラジオ版テキスト巻末より）

¢プログラムの名称 ：同上

　プロクラム作成を決定した日 ，及び採択した日　作成決定は次の文書による 。ロシア大統領令

　Ｎｏ． １１１８（９２年９月２２日付）「極東 ・ザバイカル経済の発展と国家的支援に関する措置について」 ，

　９４年１１月１５日極東地区行政府長官グループとの会談のまとめに即したエリッイン大統領の（政

　府への）依頼，大統領の依頼事項遂行実行プラン（９４年１１月２５日Ｖ．Ｓ．チ ェルノムイルジン首相の承

　認，Ｎ。． ＢＨ－ｍ１－３７００５），および１９９５年７月１５日付け連邦政府決定（Ｎ。．９７４Ｐ） ，９６年４月の連邦

　政府決定でプログラムは承認された 。

　国家発注者→上記共同作成者と同じ

＠プログラム作成の中心機関 ：ロシア経済省産業立地 ・経済協力委員会

＠プログラムの目的と課題 ：

　最も主要な目的→プログラムの目的は，２００５年までに実現すべきつぎの総合政策である 。経済

　危機からの脱出，安定的経済 ・社会発展と一層の加速的発展のための必要条件の作成 ，

　課題→要員の確保，産業構造改革，アジア ー太平洋諸国への参入による国際化 ，

＠プログラム実現の期問と段階 ：

　第１段階（１９９６－９７年）→経済危機からの脱出と経済の安定化 ，

　第２段階（１９９７－２０００年）→中期課題の達成，つまり新産業構造の形成 ，

　第３段階（２００１－２００５年）→極東 ・ザバイカルの新経済関係の形成と社会 一経済のさらなる発展

　の条件の創設 。

¢サブプログラムと基本政策の一覧 ：

　国家支援の最優先措置→燃料 一エネルギー資源の域内保障と電力 ・燃料 一エネルギー料金規制 ，

　運輸料金規制，災害被害の一掃と事前予防措置 ，

　サフプログラム→（・）「極東 ・ザハイカルの産業構造の革新」サフプログラム ，（ｂ）「極東 ・ザハ

　イカルの雇用確保と人口流失の阻止」サブプログラム ，（・）ｒアジア ー太平洋諸国との経済協力

　による世界経済への参入」サブプログラム

ゆサブプログラムと主要政策の執行者 ：連邦省庁，プログラム管理機関，極東 ・ザバイカル地区

　行政府 。

　資金総額とその源泉 ：１９９６－２００５年のプログラムに必要な資金は３７１ ．４兆ルーブル（すべての源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６０）
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　泉を含む）

＠プロクラム実現に伴う期待される成果　産業構造の高度化，雇用確保と人口流出の阻止条件の

　創設，アジア ー太平洋地域諸国との経済協力による世界経済への参入 。

０プログラム執行監視機関 ：プログラムの作成，調整，実現の監視（コントロール）はプログラ

　ム管理機関がリーダーシッ プをとる 。

　上記プログラムを検討して驚くことは，物々しい官庁文書の氾濫と権威つけである 。これを読

むと誰でもこのような立派な文書が作成された以上，その不遂行には重大な責任が伴う筈である

と考える 。ところが，現在までの実施状況は，実に惨１奮たるものであるが，大統領はじめプラン

作成者は一向に貢任を感ずる様子もない 。

　３－２）総体的計画指標とプログラムの組織構造

　まずプログラム実現の期間と段階を見ると ，第１段階（！９９６－９７年）の「経済危機からの脱出と

経済の安定化」の時期はすでに経過してしまっ たが，金融危機は１９９８年８月にロシア全土を襲い ，

生産高の激しい低下と生活水準の一層の低下を招いた。極東地域も例外ではない。第２段階

（！９９７－２０００年）「中期課題の達成，つまり新産業構造の形成」には，後１年を残すのみであるが ，

プランに予定された形での新産業構造が形成されるとは到底思えない。第３段階（２００１－２００５年）

「極東 ・ザバイカルの新経済関係の形成と社会 一経済のさらなる発展の条件の創設」に至 っては ，

これに至る則提が崩壊している以上，根本的な見直しと今後の段階区分が必要であろう 。

　「プログラム」のシナリオでは，¢まず当面の地域経済を安定化させ，　ついで，２０００年にか

け社会 一経済関係の根本的改善を成し遂け，　その後に長期にわたる産業構造の高度化政策をと

ることにある 。プログラムの初期水準をｌＯＯとして場合，全期間後の（１人当たりの）地域ＧＤＰ

は１５７になり ，ロシア全国の同指数１４９を超えることになる 。域内年間生産国氏所得は，１０年問に

６４％（年平均５％）の拡大を予定している 。

　２００５年までには，つぎのような社会 一経済発展基本指標が予定された。人口の傾向からみて ，

住民人口は１９９５年の９９０万人（ザバイカルを含む）から９２０万人に減少する（９２ ．９％へ低下，年平均で

は０ ．７３％の減少）。 この場合，生産セクターでの雇用は４６－４７万人減少するが，非生産セクターで

は２０万人が新規雇用を得る 。農業部門からの若干の人口流出がある 。プロクラムでは対象期問全

体にわたり ，人口に占める労働力比率は不変であるが，最終年に向けてごく小さな上昇を仮定し

ている 。失業率の上限は５ ．１％を仮定している
。

　地域ＧＤＰの増大テンポは，ロシアの平均値を上回る（１５７％対１４９％，年平均では４ ．６１％対４ ．０７％）。

１人当たりのＧＤＰ増加テンポは，最終年にかけてほぼ同一になる 。鉱工業生産テンポは

１４６５％であるが，これは第３セクターの増加が予定されているからである 。

　このあたりの事情についてＶ．Ｉ．シュリキン氏の意見は次のようである 。「できるだけ付加価

値産業を拡大し，ここから自立化資金を生み出すという伝統的な発展戦略は，市場経済下の分業

体制では，極東の場合需要制約が強く競争力が弱いという障壁に逢着する 。これを考慮すると ，

当面の課題として極東の加エセクターを発展させ，ここから経済発展に有利な条件を引き出すこ

とは決して容易ではない。実際のところ ，ここ５年問の改革過程を省みると ，１次産業と３次産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６１）



　１４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第３号）

業の発展が目につき ，加工産業は発展していない。従って市場経済であっても（。・ 市場経済であ

れはこそ），極東のように資源部門に競争力がある限りそれを縮小する理由はない。しかし近い将

来においては，資源型加工産業の発展が基本戦略になる 。プログラムの期限終了後の２００６－２０１０

年段階での経済政策は，産業の多角的発展と資金の自立的獲得が目標となる 。つまり ，２００５年ま

でに原料採取部門から原料加工部門へ産業構造を変革した後，それをべ一スとしてより多くの付

加価値をもたらす輸出産業の多角化を実現し，そこから経済発展に必要な財源の自立化を図るこ

とが経済政策の目標になる 。産業多角化の内容としては，非鉄金属の一貫生産，精密化学，パル

プー 製紙産業，加工漁業，医薬 一微生物工業，皮革とタイヤ加工などがある 。こうした加工産業

の輸出ポテンシャルを強化することがこの段階では重要になる 。改革の　般的目標は，極東の市

場経済への適応障害を排除し，出来るだけ速く経済危機から脱出し，ロシア平均より高いテンポ

で経済が発展する条件を作る事である 。」

　ここで，２００５年にいたるプログラムの発展計画主要指数を掲載する 。

　プログラムが予定する投資資金は（１９９０年価格で）３７１ ．４兆ルーブルである 。各州別投資は表３

－２で示した

　この投資計画に対し，実績はつぎのようにひどいものであ った（イワノフ ，文献３ ，ｐ
．２）。

　１９９６年の投資予定額は約３５兆ルーブル（デノミ前価格）であったが（表３－２ ，７５兆ルーブルのうち

１９９６年分），実際に支出された金額は１３ ．４％（４ ．７兆ルーブル）に過ぎなか った。連邦政府負担分は

このうち約２５％（約８．７兆ルーブル） ．であった（このうちどれだけ実際に支出したのか不明）。 ついで ，

１９９７年の投資予定額は表３－２から明らかのように約４０兆ルーブル，それに前年積み残し分約３０

兆ルーブル，合計約７０兆ルーブルが必要であ った。「このプログラムに対して，４０兆５０００億ルー

ブルの支出を連邦予算に求めたが，実際に妥結された金額は，運営管理費の８００億ルーブルと投

資金額の１兆ルーブルに過ぎなかった。１９９８年予算では，このシンボル的予算は確保された。し

かし連邦政府は投資用貸出に対する保証を行う筈であったが実施されなかった」（文献３ ，ｐ
．２）。

　１９９９年予算では，この発展計画に対する予算支出額として３００億ルーブルを計上している（筆

者訳，口 東貿ｒ調査月報』９９年６月 ，ｐ
．６９）。 これをデノミ前価格に直すと３０兆ルーブルになる 。こ

れは表３ －２の予定額（１９９８年～２０００年に１４５兆ルーフル，従って年問約５０兆ルーフル）の３／５を占め

る。 地元負担分と民間投資をこれに付け足せば，投資予定額を大体クリアーすることになるので

はないかと思われる（インフレ率を除外）。 しかし，この予算がどれだけ実際に支出されたかは不

明である 。

　再びイワノフ報告に戻る 。「１９９６年 ～９８年の投資が不十分であ ったため，極東地域がシベリア

から調達している燃料への依存度を下げることが出来ず，安定的なエネルキーが確保されていな

い。 また，ブレア水力発電所建設は遅々として進んでおらず，製紙 ・パルプエ場の改修や，企業

の木材伐採設備の技術刷新なとは行われなかった。軍民転換に対する投資も事実上凍結した。比

較的順調だったのは漁業で，１９９６年の漁獲高はプログラムの同年および１９９７年の目標水準に達し

た」（イワノフ ，文献３ ，ｐ
．２）。

このプログラムを支える全体の組織構造は，つぎのようになっている（文献１ ，Ｐ
．４４）。

プログラムは目的別プログラムとサブプログラムから構成される（図１）。 プログラムの大部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６２）



表３－１

　　変貌する極東ロシア研究序論（望月）

極東の主要社会一経済発展指数（計画 ：１９９５年 ＝１００）

１５

１９９５年の絶対値　　　１９９７　　　２０００　　　２００５

総杜会的生産物（兆ルーブル）

鉱工業生産高（兆ルーブル）

予算収入（兆ルーブル）

人口（千人）

雇用数（千人）

電力（１０億ＫＷｈ）

石油（千トン）

天然ガス（百万立方メートル）

木材（千立方メートル）

挽材（千立方メートル）

パルプ生産（千トン）

製紙（千トン）

セメント（千トン）

漁獲高（千トン）

　１５９ ．９

　４７７ ．２

　１３８ ．５

７７１２ ．２

３２５０ ，！

　４４ ．２４

　１９６５

　３２９３

７８０７ ．９

　６９５ ，３

　４５ ，６

　２５ ．５

１１６６ ．３

２６９８ ．４５

１０７ ．１

１００ ．４

１３２ ，５

９７ ，９

９７ ．４

１０８ ．６

１２９ ．６

１１２ ．０

１４１ ．７

１４６ ．１

１５３ ．５

３倍

１２７ ．５

１１１ ．６

！２３ ．１

１１６ ．９

！６３ ，５

９５ ，６

９５ ．８

１２６ ．２

１７８ ．５

１３７ ．４

１８６ ．０

２１５ ．５

６． ５倍

４． ７倍

２４３ ．０

１１８ ．７

１４！ ．８

１５０ ．０

１８０ ，９

　９３ ，２

　９６ ．３

１５９ ，８

１０ ．６倍

６． ７倍

２１０ ．０

３７５ ．２

７． ７倍

４． ８倍

　４倍
！２６ ．１

出所）シュルキン ，文献１ ，ｐ
．４１

　注）ロシアでは９８年１月１日に１／ユＯ００のデノミを実施したので，現在価格に換算する

　　には，すべての数字を１／１０００にする必要がある 。すなわちこの表の兆ルーブルはす

　　べて１Ｏ億ルーブルと読み替えなければならない 。

表３－２ 投資予定額（１０億ルーブル，１９９５年価格）

１９９６ －９７ １９９８ －２０００ ２００１－ ２００５ １９９６ －２００５

サハ共和国
７７７３ ．Ｏ ２０ ，２１８ ．７ ９， ８１６ ．Ｏ ３７ ，８０７ ．７

ユダヤ自治州
１， ３３３ ．２ ２， ８５！ ．９ ３， ３５９ ．４ ７， ５４４ ．５

チュコト自治管区 ８１７ ．５ １， ２６４ ．５ １， ９９９ ．Ｏ ４， ０８１ ．Ｏ

沿海地方
８， ９４５ ．０ １７ ，８６８ ．６ ２８ ，８６０ ．８ ５５ ，６７４ ．４

ハバロスク地方
７， ７８８ ．４ １４ ，１９５ ．８ １０ ，８４７ ．４ ３２ ，８３１ ．６

アムール州
１６ ，１３２ ．６ ２０ ，１３０ ．８ ２６ ，９７３ ．０ ６３ ，２３６ ．４

カムチャッカ州
２， ８４５ ．４ ５， ８１０ ．５ ４， １０３ ．５ １２ ，７５９ ．４

コリャク自治管区 １， ８７６ ．３ ３， ３４３ ．６ ５， ８２６ ．０ １１ ，０４５ ．９

マガダン州
５， ０９９ ．７ ８， ２９３ ．Ｏ １１ ，６３７ ．４ ２５ ，０３０ ．１

サハリン州
１３ ，４６０ ．０ １８ ，６０２ ．３ １６ ，６０２ ．３ ４８ ，１９１ ．２

極東合計
６６ ，０７１ ．１ １２１ ，１０６ ．３ １２０ ，０２４ ．８ ２９８ ，２０２ ．２

全プログラム
７５ ，９４２ ．２ １４４ ，９９８ ．９ １５０ ，４７０ ．５ ３７１ ，４１１ ．６

注）上表と同じくデノミによる読み替えが必要 。

出所）原テキストｐ．２３６，およびシュルキン ，文献１ ，ｐ
．４２

分は，１９９６年一２００５年期問に実現されるべき（全国的意義をもっ）６８個の連邦プログラムとサブプ

ログラムのシステム的諸手段（政策）を ，極東のための政策システムとして作り直したものであ

る。 この部分の必要投資額は，全投資額の約６７％を占めている 。したがって，このプログラムは

連邦で承認された目的プログラムと ，地域および産業部門のプログラムとの連動が必要になって

いる 。

　第１階層の目標プログラムは，全国共通（多くの州レベルで共通）の目標である 。ここは，戦略

的意義を持ち全体目的を達成するために論理的に相互に関連する３つのブロック体系からなって

いる 。しかし，この３つのうちでは，ｒ産業構造の変革」が基本的なものである 。というのは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６３）



１６ 立命館経済学（第４８巻 ・第３号）

プログラム

第１次段階の総合政策

プログラムの目的別ブロック

産業構造改革

同上サブプログラム

雇用確保と人口流出の抑制

同上サブプログラム

第１次レベルでのサフプログラムの目的フロソク

１． １　　１ ．２　　１ ．３　　１ ．４　　１ ．５　　１ ．６　　１ ．７

世界経済への参加

同上サブプログラム

３． １　３ ．２ ３．３ ３．４　３ ．５ ３．
６

　　　　　　　　　　　　　　　　　第２次レベルでのサブブロック

　　　　　　１
．２ ．１　　１ ．２ ．２　　１ ．２ ．３　　　　　　　　１ ．３ ．１　　１ ．３ ．２　　１ ．３ ．３　　１ ．３ ．４　　１ ．３ ．５　　１ ．３ ．６　　　　　　　　　１ ．４ ．１　　１ ．４ ．２　　１ ．４ ．３

　　　　　　　　　　　　　　　　　図１　プログラムの構造

産業構造の変革こそが極東地域の社会システムの改善，対外活動の発展の則提条件を作るだけで

なく ，将来における極東地域の自立的発展の基礎となるものであるからである 。このフロソクは

つぎの２層のサブプログラムを含む 。

　（Ａ）産業構造改革（以下，冒頭の分類数字は，図１の分類に対応する）

　１１「産業構造改革の実現のための諸制度の導入 ・整備」

　１ ．２「専門化分野の構造改革」（極東で「専門化分野」というのは，つぎの３つの伝統産業のことを指

　　す）

　　１ ．２ ．１「原料（鉱物採掘，原料加工産業）セクターの近代化」

　　１ ．２ ．２「水産業 コンプレックス」

　　１２３「林業 コンプレヅクス」

　１ ．３「インフラ部門 ・その他の経済部門の発展」

　　１ ．３ ．１「運輸 コンプレックス」

　　１３２「機械産業 コンプレソクスと防衡産業の民需産業化」

　　１ ．３ ．３「燃料 一電カ コンプレックス」

　　１ ．３ ．４「農エコンプレックス」

　　１ ．３ ．５「建設 コンプレックス」

　　１ ．３ ．６については対応する記入がない 。

　！ ．４「市場インフラの諸要素の形成，銀行 ・金融分野」

　　１ ．４ ．１「国家による支持政策」

　　１ ．４ ．２「中小企業の発展」

　　１ ．４ ．３「産業投資政策」

　１ ．５「構造改善の地域諸機関」

　１ ．６「環境保全対策と合理的自然資源の利用」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６４）



　　　　　　　　　　　　　　　変貌する極東ロシア研究序論（望月）　　　　　　　　　　　　　　１７

　１ ．７「『極東 ・ザバイカルプログラム』の枠内での連邦目的プログラムとサブプログラム」（目

　　的プログラム＜サブプログラム〉とは，地域や産業にまたがり１つの総合目的をもったプログラムを指

　　す。たとえば，テクノパークの創設，サハリン大陸棚石油 ・ガス開発などがそうである 。）

　（Ｂ）ｒ雇用確保と人口疋着政策フロノク」

　２ ．１ｒ失業増大の阻止と不完全就労の防止策」

　２ ．２「域内 ・域際労働移動の秩序づけ」

　（Ｃ）「世界経済への参加ブロック」

　３ ．１ｒ対外経済の一般趨勢分析」

　３ ．２「地域経済への外資導入の刺激策」

　３ ．３「輸出ポテンシャルの開発と輸出構造の改善」

　３ ．４「輸入の合理化と拡大」

　３５「国際経済協力の基本的プロジェクト」

　３ ．６「国境を挟む経済 ・貿易協力」

　産業構造改革プロクラムでは，地域における王要な優先構造政策と連動することが必要で，つ

ぎのことが考慮されねばならない 。

　＊ 市場構造の変化と ，地域全体および各州の開発政策が，他地域や外国市場との効率的 ・安定

的経済交流を保証すること ，＊ 雇用と住民所得の正常レベルの維持，＊ 第３セクターの発展基盤

の創設と ，地域のインフラ専門分野の形成 。

　構造改革を達成するのに重要なことは，地域労働市場に対する積極的国家政策である 。労働市

場における極東の特性として，半 地理的広大さ ，＊ 人口密度が低くその地域問格差が大きい，辛

生産の危機的状況と廉価な住宅市場の不足などに起因する職場移動の硬直性，＊ 失業の増大と有

能労働力の流出などがある上に，個々の労働者のもつ専門性が狭いので（就業機会を見つけにく

く），極東の労働問題が深刻化している 。地域経済構造の積極的な再編成は，長期的課題である 。

したがって職場の移動と再訓練の実施のほかに，極東からの人口流出にブレーキをかけ，雇用を

拡大するための特別な政策が実施されなければならない 。

　ｒ雇用確保と人口流出の抑制ブロック」は，次の２つのサブプログラムをもっている（図１参

照）。

　２ ．１ｒ失業増大の阻止と不完全就労の防止策」
，

　２ ．２「域内 ・域際労働移動の秩序づけ」

　雇用拡大は，毎年作られる州の計画 一プログラムをべ一スに実現される 。この計画 一プログラ

ムの基本目標は，＊ 主要な将来展望をもつ労働雇用産業に対する ，景気変動に即応した保護政策 ，

米労働条件 ・支払条件での保護政策 ＊企業赤字の予防と破産企業の整理および職場転換のための

職業訓練，＊ 小企業，個人企業，個人農（フェルメル）への援助，半 地域の土着住民（少数民族）

の雇用援助（とりわけ家内工業的伝統産業の支援）。

　地域住民の移住調整の基礎的手法は，国営住宅，社宅，個人住宅なとの住宅保証，住民の定着

を促す標準的社会的条件を確保することである 。

　また過渡期経済のマイナス面を補うため，プログラムでは，年金保険 ・賃金 ・休息分野での特

典の維持を検討している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６５）



　１８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第３号）

　しかし，北部地域からの住民移動を完全にストソ プすることは不可能であるので，その移住民

を受け入れるために，南部地域での快適な居住条件をつくることを考えている 。北部地域からの

移民受入れとその定住のための追加措置は，＊ 住宅建設国家投資の引き上げ（総額の７５％まで），＊

農業地帯に入植した人々に対する ，長期無利子の建設 ・営農資金の貸付。＊ 割引 ｏｒ 無料の教

育・ 医療の保証 。

　プログラムの上位レベルでの第３のサブプログラムは「世界経済への参入ブロック」で，この

主要目的は対外経済活動の促進と国際経済協力の拡大にある 。その中には，地域を国際分業シス

テムに巻き込み，国際市場で活動する経済自主権を（地域に）広範に与える政策を含む。このサ

ブプログラムは，第１レベルの次の（上述の）６つのサブプログラムから構成される（図１参照）。

　３１「対外経済の　般趨勢分析」

　３ ．２「地域経済への外資導入の刺激策」

　３ ．３ｒ輸出ポテンシャルの開発と輸出構造の改善」

　３ ．４「輸入の合理化と拡大」

　３５「国際経済協力の基本的プロジェクト」

　３ ．６「国境を挟む経済 ・貿易協力」

　対外経済活動は，極東発展の最重要な発展要素であり ，国内市場における極東の経済的 一地理

的なマイナス要素を補完するものである 。改革期を通じて，極東の対外関係は一進一退を続けて

きたが，１９９５年から安定的な輸出活性化が見られるようになった。この活性化の多くは，伝統産

業および石油 ・石油精製産業の活況によるところが大きい 。

　改革過程で顕著な新現象は，従来他地域や旧ソ連構成共和国から持ち込んでいた生産物の多く

が， 輸入品にとって代わ ったことである 。

　極東が国外市場と取り引きするこうした新しい傾向は，極東の長期発展の主要な要素である 。

プログラムにおいては，（・）今日まで組織的性質を持っていなかった対外活動の効率を引上げるこ

と，（ｂ）（国内市場が十分に高いレベルの需要を保証しえないので）国外市場への進出を図ることが，優

先課題でなければならない。効率的組織の下での，国外市場への進出は今後地域生産を刺激する

ことになる 。

　さらにいえば，ｒナホトカ」やｒフラコベシチ ェンスク ー黒河（フェイフェ ，Ｘ３坑Ｘ３）」などの

「経済自由区」や「サハリン大陸棚資源開発」などの国際協カプロジェクトは，その当該州の経

済の発展に役立つだけでなく ，隣接諾国との関係ならびに，極東の各州問の経済関係の強化に役

立つものである 。

　３－ ３）プログラム実施状況の点検

　９７年の年央で見るとプログラムの生産課題を達成したのは漁業だけである（遂行指数１０６ ．３％）。

投資計画の達成指数は全体で３５，うち国家予算からは，「プロクラム」計画レベルの１３４％が投

入されたのみ。６８のサブプログラムの内，４７件だけが実施に移された 。

　不遂行の主因は，多くの専門家が考えるように，プログラムの実現と管理メカニズムを創設す

るという政府決定が達成されなか ったことにある 。これより以前に作られ，途中で放棄された

１９８７年計画は沢山の欠点をもっていたが，かなり堅く中央計画システムと結合していたので，実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６６）



　　　　　　　　　　　　　　　変貌する極東ロシア研究序論（望月）　　　　　　　　　　　　　　１９

現された部分も多い。市場経済システムの下で市場的刺激と関心（個人的関心）が，杜会的課題

より優先する状況下にある今度のプログラムでは，プログラムの狙いの１つである社会的インフ

ラ整備に資金を動員するには，財政 ・金融制度がよく機能すること ，なかんずく税収による財政

資金の確保がなけれは不可能である 。更に，長期投資専門銀行の設置も必要である 。

　その他の重要な問題点は，３つの機能サブプログラムが相互に関連した部門間の政策体系にな

っていない点にある 。その理由は，従来型の計画経済に習 って各種生産局や投資額のような指標

を安易に並列してしまったからである（筆者は，シンポジウムの席上，このプログラムを陰で支えてい

る計量経済モデルが存在するかと質問したが，それは存在しないとのことであ った）。

　産業構造改革に集積効呆をもたらすたった１つのプロジェクトがプログラムで探択されている 。

それはハバロフスク地方，沿海地方，サハリン州の知事がサハリン大陸棚石油 ・天然ガス開発に

関連して，州際プロジェクトの作成に協力したもので，「イノベーションプログラム＜テクノポ

リス〉をコムソモリスク ，アムールスク ，ソルネーチヌイの３つの都市を結んだ地域に構築す

る」というものであ った 。

　なお，プログラムの実施状況の点検作業は，文献３「イワノフ報告」に詳しく記述されている 。

　その主なものを次に抜粋する 。ｒ既に第１段階（１９９６年～９８年）で組織，賃金の両面においてプ

ログラムは実現しなか った 。１９９６年１２月７日 ，ロシア連邦政府令により ，『１９９６年～２００５年にお

ける極東ザハイカル地域経済 ・社会発展連邦特別プロクラム』実施委員会がようやく設立された 。

・この委員会は一度も開かれなか った 。… プログラムの事務局本部は未だ設置されておらず，…

『極東ザバイカル地域復興開発基金』も未だ存在していない 。」

　「プログラムの実施に必要な資金総額は３７１兆ルーブル（筆者注 ：デノミ後価格で，３７１０億ルーブ

ル）で，毎年平均４０兆ルーブル（約８０億ドル）が必要とされている 。」

　この総投資額３７１０億ルーブルのうち ，「１１４０億ルーブルは新規プロジェクトヘ投入され，２５７０

億ルーブルは既に採択された極東ザバイカル地域のプロジェクトに投入される」。「１９９８年上旬
，

大統領プログラムセンターの措置により ，連邦プログラムの数は８２件から４６件に削減された。そ

のうち本プログラム（極東ザバイカルプログラム）を含め，１２件が大統領プログラムとして残 った」。

　なお，投資プログラムの実施状況については，既に記述したので省略する 。

　プログラムの実現を検証する上で，投資と並んでもう１つの重要な要素は，人口 ・労働力の動

向がプログラム見積もりに合致しているかどうかという点である 。プログラムでは，極東 ・ザバ

イカル地域の１９９５年人口（７７１万人）をべ一スとし，９７年の指数を９７ ．９（７５４万人） ，２０００年の指数

９５ ．６（約７３７万人），２００５年同９３ ．２（約７１８万人）と予測している（表３－１）。 ８年間の平均年間低下

速度はＯ ．８７％である 。極東では地域経済が順調に発展していた当時は，流入人口のおかげで，他

の地域より早いテンポで人口が増加していたが，１９９１年から域内人口の低下が現れた 。１９９１－９５

年の期間に極東は５５万１９００人を失 った。９６年初頭極東人口は７５０万４７００人であ ったが，それは

１９８６年（７５８万９００人）より小さく ，８０年代の人口予測（趨勢線の延長による）に比較して１４０万人少

ない 。

　極東人口の低下は，その８５．２％が人口移動（流出）によるもので，残り１４ ．８％は自然減（出生

一死亡）による 。１９９！年千人あたりの人口流出率は１ ．２人であ ったが，１９９５年には１３ ．２人になっ

た。 この５年間流失が激しか ったのは，チュコト自治管区（一７ ．８％） ，マガダン州（一７５ ．９％）
，
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サハリン州（一３０ ．１％），カムチャッカ州（一２８．Ｏ％）などである 。

　市場経済への移行は，人口変動をもたらしただけでなく ，就業機会の低下という苦しみをもた

らした。１９９２年一９４年の期問だけで，極東雇用数は９．１％（ロシア全体では５％）だけ滅少し，同時

に失業者数が極東で５１２％増大した。１９９１年雇用センターの資料では求人１人に求職１人であっ

たが，１９９４年になると求人１人に対し求職者は７ ．５人に増加した 。

ＩＶ　極東に展開する交通 ・流通ネ ットワーク

　昨年（１９９９年）１０月に長い問の懸案であったハバロスク市とアムール川の対岸を結ぶ（ユダヤ自

治共和国ビロビジャン市方面）鉄道橋と自動車道を持つ２重構造の橋が完成した。鉄道橋は，以前

からあって耐用年数がとっくに切れていた鉄橋の改修であって，これはすでに一足さきに１９９８年

１１月に使用を開始していた。その後，その屋根部分を自動車道（往復４車線）とする工事が昨年

秋に完成したというわけである 。この橋の完成により ，トラック運送は夏期にはフェリーで，冬

季には凍てついた川面をわたるという不便が除去され，物流が非常に改善された。鉄道橋の複線

化が今後の課題である 。

　極東の運輸部門は全国平均に比較して最も弱体な部門である 。極東の面積（６２２万平方キロメー

トル）は，ロシアの全面積（１７０７万平方キロメートル）の３６％以上を占める 。ところが，ロシアの

全鉄道キロ 数（８．７万ｋｍ）のうち，極東の鉄遺全キロ 数は９ ．７％であり ，自動車道路のキロ 数は

７６％でしかない。単位面積当たりで計算した鉄道密度は全国平均の１／３６，自動車道路密度は

１／５ ．６である 。しかも ，鉄道 ・自動車道とも３／４は南部地域に集中している 。

　鉄道密度＝ｋｍ／１万平方キロメートル，自動車道密度：ｋｍ／千平方キロメートルとした極東

各地域の路線密度は次のようである 。サハ共和国（Ｏ ．５；２ ．１） ，ユダヤ自治州（８７；４４），チュコト

自治管区（一；０ ．８），沿海地方（９８；４２），ハバロスク地方（２９；４ ．３） ，アムール州（８２；１７），カム

チャッカ州（一；２ ．６），マガダン州（一；５ ．８） ，サハリン州（１２１；２１），極東平均（１４；５ ．０）。

　極東はこのように交通網の過疎地であるばかりか，ロシア国内の産業先進地帯からの距離も大

きいので，物資の運送費の高騰に悩まされ，企業の対外競争力を引き下げている 。たとえば，極

東の地域ＧＤＰに占める輸送費の比率は２０％以上であり ，北部地域では６０％を越えるのである 。

これに対してロシア平均では約９％程度である（文献７，ｐ
．６７）。

　こうした条件は，隣接する高い成長を示すアジア太平洋諸国との連携を深めたいとの志向を強

めている 。

　シベリア横断鉄道が物資運搬の大動脈とすれぱ，ハム鉄道はこの主要幹線を補完するものとし

て， １９７６年から約１０年かけて１９８５年に完成させた鉄道である 。バム鉄道建設の目的は，当時中国

との軍事対立のさなかでもあり ，国境よりより深い位置に鉄道を敷設して鉄道輸送を確保すると

か， シベリア鉄道が洪水その他の災害で不通になった場合のバイパスの役割を担うといった安全

確保の他，◎当時，シベリア鉄道の輸送量は将来的にその能力を越えるとの見通しがあり ，輸送

量を分散させること ，　海洋に出る輸送距離を短縮すること（中央地域からウラジォストクまでの場

合１８１ｋｍ，ソフカワニ港までの場合４４８ｋｍ　サハリン，カムチャソカ ，コリマまでの場合１０００ｋｍそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６８）
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短縮される），　沿線に豊富な天然資源があり ，この開発にバム鉄道が役立つことなどが建設目的

として挙げられていた。バム鉄道周辺の未開発天然資源としてすでに発見済みの資源をべ一スに

すれば，鉄鉱石４２００万トン ，コークス炭９００万トン，リン酸肥料 ・塩化カリ１７０万トン ，銅鉱石４０

万トンを年問生産可能である 。また，各種鉱物資源や木材資源が採掘 ・搬出可能である 。ハム鉄

道周辺には各種の資源産地が約１０ヵ 所程度あり ，さらにバム北部地帯まで視野にいれると ，それ

にプラスして，さらに約１０カ所ほどの資源産地が分布している 。（文献７ ，ｐ
．７１）。

　しかし，バム鉄道の建設後の経過を見ると ，こうした目的に役立つどころか，沿線の開発は一

向に進まず，貨物輸送量は低下する一方で，大きな赤字路線として厄介者あつかいとなって今日

を迎えている 。こうしたことは，バム鉄道だけでなくシベリア鉄道でも同様で，ロシアの経済的

不振を反映して，鉄道輸送高が傾向的に低下している（表４ －１）。

　　　　　　　　表４－１　極東での貨物と旅客の輸送高（すべての輸送機関を含む）

１９９０　　　　　　１９９１　　　　　　１９９２　　　　　　１９９３　　　　　　１９９４　　　　　　１９９５　　　　　　１９９６

貨　物（百万トン）　３２８ ．６　　２９６ ．５　　２０２ ．７　　１４７ ．０　　１１７ ．３　　１１１ ，７　　９５ ．Ｏ

旅客（百万人）　４４０ ．０　４５５ ．４　３５６ ．６　３４９ ．６　２８３ ．８　２６５ ．０　２７３ ．０

　　　　出所）　 レオンチ ェフ ，文献７ ．ｐ
．６７

　この表によれば，貨物輸送高は１９９０年レベルの２８．９％（年率 一１８ ．６％）まで低下，旅客輸送高

は６２ ．０％（年率 一７ ．７％）まで低下した。これは，鉱工業生産高の低下よりもっと激しい低下であ

る。 この低下は，生産 ・販売危機を反映した極東域内市場の収縮と運輸部門内部の危機を反映し

ている 。

　表４ －２は鉄道貨物の輸送高の変化を示している 。この場合の低下指数は３９ ．３（１９９０年 ・１００）
，

　　　　　　　　　　　　　　表４－２　鉄道貨物輸送高（百万トン）

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５

サハ共和国
１３ ．５／１１ ．９ １１ ．１ ８． ９ ２． ３ １０ ．３ ８． ０／１７ ．９

ユダヤ自治州
５． ０／４ ．３ ５． ４ ３． ４ ２． ２ １． ７ １． ６／３ ．６

沿　海　地　方 ３４ ．５／３０ ．３ ３２ ．４ ２３ ．８ １８ ．９ １４ ．７ １３ ．４／３０ ．０

ハバロフスク地方 ２７ ．１／２３ ．８ ２４ ．３ １９ ．０ １３ ．１ １１ ．０ ８． ４／１８ ．８

ア　ム　ー　ル　州 ２２ ．３／１９ ．６ ２０ ．３ １５ ．６ １２ ．２ １０ ．５ ９． ８／２１ ．９

サ　ハ　リ　ン　州 １１ ．３／９ ．９ １０ ．３ ７． ８ ５． ４ ３． ８ ３， ５／７ ．８

極　東　全　体 １１３ ．７／１００ １０３ ．８ ７８ ．５ ５４ ．１ ５２ ．０ ４４ ．７／１００

出所）表１と同じ 。ｐ６８。なお，１９９０年と９５年の「右側」数字は極東を１００とした場合の構成比

　　を示す 。

年平均低下速度１４４％で，表１の（あらゆる輸送機関の）貨物輸送低下程度より若干良好である 。

各州別の貨物輸送構成比の変化を９０年と９５年について比較してみると ，サハ共和国とアムール州

の構成比が高まり ，ハバロスク地方の比率が低下している 。

　この地域別貨物輸送高構造を人口１人あたりで計算するとつぎのようになる 。

　この表で見ると ，中国の黒竜江省と国境を接するアムール州とユダヤ自治州の貨物量（人口１

人当り）が，１９９１年，１９９５年の両年とも一番大きくなっている 。また，極東の良港をもつ沿海地

方の貨物輸送量は，総額では断然トッ プであるが，人口１人当たりにすると最下位になっている 。

　鉄道貨物輸送量が低下している理由は，もちろん国内経済 ・地域経済ともに産業活動がマイナ

ス成長を続けていることがその大きな理由であるが，そのほか国内 ・域内取引不振を反映して外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６９）
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表４－３　人口１人あたりの貨物輸送量の各州別比較

順位１９９１年（トン／人） 順位 １９９５年（トン／人）

サ ハ　共和 国
（４） １１ ．１／１ ，１０９＝１Ｏ ．９ （３） ８， ０／１ ，０３６ ＝７ ．７

ユダヤ自治州
（１） ５． ４／０ ．２２＝２４ ．５ （２） １． ７／０ ，２１２＝８ ．Ｏ

沿 海　地 方
（５） ２３ ，８／２ ，２９９＝１０ ．３ （５） １４ ，７／２ ，２７３＝６ ．４７

ハバロスク地方
（３） １９ ．０／１ ，６３１＝１１ ．６ （４） １１ ，０／１ ，５８８＝６ ．９

ア ム　　ー　　ル 州
（２） １５ ，６／１ ，０７４＝１４ ．５ （１） １０ ，５／１ ，０４１＝１０ ．１

サ ハ　リ　ン 州
（４） ７． ８／Ｏ ．７１７＝１Ｏ ．９ （６） ３， ８／０ ，６７３＝５ ．６

極 東　平 均 ７８ ．５／６ ，９５７＝１１ ．３ ５２ ．０／６ ，８２３＝７ ．６

　　　　　　　注）　この表での極東平均の数字には，カムッチャッカ州，マガダン州，チュコ

　　　　　　　　　ト白治管区，コリャク自治管区の数字を含まない。筆者による計算 。

　　　　　　　　　分子は貨物輸送高（百万トン），分母は人口（百万人）

国貿易（外需）依存が強まっていること ，ソ連時代に形成されていた取引相手地域（国内の他地域

及びＣＩＳ諸国）から ，アジア太平洋諸国地域との取引へと取引先の重点が移動していること ，旅

客輸送（表４ －１参照）の場合は，国の中央部 ・東部方面への旅行から ，近郊旅行 ・外国旅行へと

行先に変化が見られることをその理由として挙げることが出来る（文献７，ＰＰ
．６７ －６８）。

　１９９４年，極東地域の鉄道貨物取扱高は（東行 ・西行貨物を含む）４０２０万トン ，そのうち約３０００万

トンは外国貿易貨物（トランジット貨物）であった。貨物輸送の品目別構成を見ると ，石炭２３ ．９％
，

コークス炭０ ．７％，石油１４ ．８％，すべての鉱石９ ．１％，鉄鋼５ ．１％，鉄くず１ ．２％，化学肥料 ・鉱物

肥料２７％，木材４５％，穀物 ・穀物粉３６％，その他の貨物１０２％であ った（この合計は７５８％で

１００％にならない； 文献７ ，ｐｐ
．６９－７０）。

　次に海運の状況を検討しよう 。表４ －４は極東の商業港を利用した各州別貨物輸送量を示す 。

表４－４　極東商業港経由各州別貨物輸送量（百万トン）

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４

サハ共和国
０． ４ Ｏ． ３ ０． ２ ０． １ ０． ０６

沿　海　地　方 ２７ ．９ ２２ ．７ １８ ．０ １７ ．６ １２ ．５

ハバロスク地方
７． ７ ６． ９ ５． １ ６． ２ ５． ０

カムチャッカ地方 ０． ８ ０． ７ ０． ５ ０． ３ Ｏ． ２

マガダン州
１． ４ １． ３ １． ３ Ｏ． ９ ０． ７

サハ　リ　ン州
５． ２ ３． ４ ３． ４ ３． １ １． ９

極　東　全　体 ４３ ．４ ３５ ．３ ２８ ．５ ２８ ．２ ２０ ．３

出所）同上。ｐ
．６９

　沿海地方の８つの港湾の貨物取扱高は，１９９６年約２４５９万８２００トン ，１９９７年２１７３万７４００万トンで

あった 。

　ロシアはソ連の解体に伴い西方への港湾の多くを失ったので，極東港湾の重要性が増大した 。

　海運貨物の減少が著しいことが，表４ －４からは っきり読みとれるが，では，極東自身は海上

貨物の取引（貿易）見通しをどのように考えているだろうか。表４ －５にその見通しが記載され

ている 。

　これによると ，１９９４年の極東の輸入金額は１／２ないし１／３に下落しているのである 。この年

の輸入激減は主として極東の対中国国境貿易の低下がその理由である 。

　極東の対外貿易は，海上輸送の他，鉄道輸送や河川輸送がある 。この３者の現在の比率は，輸

出では海上８５％，鉄道１３％，河川２％，輸入では海上４５％，鉄道４５％，河川５％である（輸入の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７０）
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表４－５　極東地域を経由する貿易貨物の見通し（百万トン）

２３

輸　　　出

輸　　　入

１９９０（実績）

２２

！２

１９９４（推計）

１３

１． ５

２００５（予測）

２２

１２

２０１０（予測）

２６ －３４

１５

出所）同上，ｐ
．７０。ただし，原テキストには出所が明示されていない 。

　　筆者（レオンチエフ氏）自身はこの問題の専門家であるので，独自

　　のデータソースを持っているものと推定する 。

　注）１９９４年の輸入１ ．５（百万トン）は異常に低いが，公式発表ではこの

　　ようになっている 。輸出入を重量で表示したデータは非常に珍しい

　　ので，ここに掲載する 。１９９４年の激しい輸入量の落ち込みを金額面

　　から裏付けたのが，表４ －６である 。

表４－６　極東貿易の動態（百万ドル）

貿易総額
輸　出　（Ｅ）

輸　人　（Ｍ）

純輸出Ｅ－Ｍ

１９９２

２， ７２８ ．９

１， ５３９ ．２

１， １８９ ．７

　３４９ ．５

１９９３

３， ２３８ ．９

２， ０４８ ．１

１， １９０ ．８

　８５７ ．３

１９９４

２， ２６０ ．３

１， ６１０ ．５

　６４９ ．８

　９６０ ．７

１９９５

４， １８０ ．２

２， ４２６ ．８

１， ７５３ ．４

　６７３ ．４

１９９６

４， ４３５ ．８

２， ６２５ ．８

１， ８１０ ．１

　８１５ ．７

１９９７

５， ３８７ ．２

３， ０８８ ．３

２， ２８８ ．９

　７９９ ．４

１９９８

４， ５１９ ．４

２， ８６２ ．９

１， ６５６ ．５

１， ２０６ ．４

出所）公式統計より計算

合計は９５％で１００％にならない）。 鉄道と河川貿易の大部分は対中国 ・北朝鮮貿易であると推定され

る。

　また，海上貨物では，輸出入以外に極東北部地域への貨物輸送も大ききく ，２００５年の極東港湾

から北部向け貨物は１４７０万トン ，先方からの極東港湾への到着貨物は４４０万トン ，同じく２０１０年

には，それぞれ！６４０万トンと４７０万トンになると予測されている 。

　鉄道貨物の輸送予想量の推定では，上述のバム鉄道周辺の鉱物開発の予測が一つの手がかりと

なっ ている 。たとえば，バム鉄道周辺には，発見済み天然資源埋蔵箇所はすべてで８０カ所にわた

り分布し，その開発に伴い一カ所あたりで年間１００万トンの貨物輸送力が必要となるという 。し

たがってこのような開発が開始されると ，年間数千万トンの貨物輸送力が要求されることになる 。

　今日 ，バム鉄道は赤字経営で厄介もの扱いになっているが，近い将来，可能’性をもつ資源開発

　　　　　　　　　　　　　　５）
活動（バム周辺の資源産地１２箇所）だけで，タイシェット→ティンダ間で２２００万トンの貨物輸送重

量が予想されるという 。

　それだけはない。アヤム鉄道（アムロ→ヤクーツク市問を走る鉄道，バム鉄道ティンダ駅からベルカ

キット ，ヤクーツク市方面へ伸びている 。ベルカキット以北の線は現在工事が中断状態のままになっている

はず）の沿線からの貨物運搬需要は年間２７００万トンが予測されている 。したがって，バム鉄道と

アヤム鉄道の交差点駅ティンダ駅の貨物取り扱い高は年間約５０００万トンになる 。ティンダ駅から

シベリア鉄道に抜けるバム駅を結ぶ鉄道の貨物輸送量は４０００万トン以上，ティンダ←ウルガル→

コムソモリスク問の貨物量は１２００万トンと見込まれる 。さらに，平行して走るバム鉄道とシベリ

ア鉄道とを縦方向に結ぶ鉄道として，上述したように，ハハロスク→コムソモリスク ，イスベス

トコェ→ウルガル，バム→テインダ，コムソモリスク→ガワニ（これは，シベリァ鉄道とバム鉄道を

結ぶものではなく ，バム鉄道の終着部分の鉄道である）があり ，将来の増大する鉄道輸送に備えて根

本的な改善が必要になっている 。

（２７１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

　５）ネリュングリ ，チャルスコ ，タエシ（鉄鉱石） ；ニイスク ，シニルスク（カリ塩鉱床）；ボトビン

　　 スク（石油鉱床）；モロジェジノエ（アスベスト鉱床）；ウドカン（銅鉱床）；セリグダル（燐灰石

　　鉱床） ；チュリマン，デニソフ，ウルガル（石炭鉱床）など 。

Ｖ　天然ガスパイプラインによる北東アジアの経済統合

　北東アジアは日本を除くと ，他の地域と比較してその経済発展が遅れており ，今後先進工業諸

国・ 地域に追いつくためには，他地域より高い経済成長が必要である 。そのためには，それをま

かなうエネルギー供給体制がなければならない。十分な埋蔵量，そのクリーン性，供給実現可能

性から見て，天然ガスパイプ網を主体とするエネルギー供給体制を，２１世紀の北東アジアでは構

築すべきであると考える 。この天然ガス供給パイプ網の施敷が順調に展開すれば，北東アジアの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
経済的一体性の形成に大きく貢献しよう 。

　このパイプ網の完成には巨額の資本が必要である 。かってのソ連と東欧 ・欧州諸国を緒ぶパイ

プラインの建設時のように，ソ連が中央集中計画経済のもと ，国家的事業として展開したパイプ

網建設とはことなり ，市場経済下で巨額の資本を，何カ国もの国境を越えるパイプ網建設に動員

することは，非常に難しい問題である 。その意味では，アメリカが市場経済体制のもとでガスパ

イプ網を建設した際の経験や，多国間の経済統合を果たした欧州の経験を学ぶ必要があろう 。

　今日 ，人類が利用しているエネルギー源には，木材 ・石炭 ・石油 ・天然カス ・原子力などの一

次エネルギー源と ，水力 ・火力発電 ・太陽発電 ・地熱発電 ・風力発電 ・潮力発電などの２次エネ

ルギーがあるが，増大する経済成長を支え，安全性と環境条件をも同時に満たすことができる工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
ネルギー源として，もっとも優れているのは天然ガスである 。

　天然ガスは，自動車の燃料としても注目を集めており ，さらに，天然ガスを利用した燃料電池

も有望である 。石油を原料とする石油化学産業に代って，石油産業と同じ有機合成生産物を生産

可能な，天然カスを原料とするカス化学産業技術が誕生しつつあることも忘れるわけにはいかな
８）

い。

　天然ガスは，シベリア台地とサハリン大陸棚に膨大な埋蔵量がある 。この埋蔵ガスを経済発展

に利用するためには，種々の条件を乗り越えねばならないが，大きく分けて供給サイドの問題と

需要サイドの問題に分かれる 。

　供給サイドの問題としては，埋蔵地の発見と埋蔵量の推定，採掘の実施，供給形態の選択とル

ートの建設（パイプ輸送か，液化輸送か），新採掘技術の導入などの技術分野の問題と ，投資資金の

動員，長期供給契約，コスト競争力という経営上の問題，環境保全，事故対策という環境問題な

どが存在する 。他の燃料 ・エネルギーとの競争に勝つためには，供給価格や使用上の便宜性の優

位などが必要になる 。

　１９９９年７月にヤクーツク市で開催された国際会議「第５回北東アジアカスパイプライン研究

会」では，シベリア鉄道沿いに施設するｒ西シベリア→太平洋岸」ガス輸送システムを東西軸と

（２７２）
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考え，これに父差する南北軸として，コヒクタ→ウランハートル（モンコル）→北京（中国）→韓

国， ヤクート→アムール州→ハバロスク地方→沿海地方→韓国，サハリン州→ハバロスク地方→

沿海地方→中国の各パイプラインが構想された（文献９）。 このほかシルクロード ・パイプライン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
として，トルクメニスタン→カザフスタン→タリム盆地（中国）→連雲港（中国，東海岸）のライ

ンを北京→韓国ラインと結合する構想もある 。アジァにおける天然ガスの埋蔵量 ・供給力につい

ては表５－３を参考されたい 。

　需要側ではつぎのような需要見通しがある 。

　表５ －１によれば，１９９５年の１人当たりの一次エネルギーの消費量は，日本が３ ．９トンであるの

に対し，台湾，韓国が約３トン ，中国がＯ ．７トン ，東南アジアＯ．６トンである 。２０１０年に到る天然

ガス需要増加率では，中国，韓国，台湾の需要は年率１０％前後で急成長する 。２０１０年の天然ガス

のシェアでは，台湾 ・韓国 ・日本が大体１５％程度，東南アジアのシェアは３２％でもっとも高く ，

中国は４％程度でしかない。さらに表５－２で示すように，中国では発電用に天然ガスを殆ど利

用しておらず，２０１０年見通しでもその利用比率は３％である 。つまり ，中国は一次エネルギー利

用に占める天然ガス比率が低い上，天然ガスの利用先は発電ではなく ，産業用に主として向けら

れることになっ ている 。このように中国の天然ガスシエアが低いのは，石炭資源が豊富にあるた

め， 発電のガス化や，産業のガス化が難しいことを意味している 。中国で発生するＣ０ ２と酸性

雨の広範囲にわたる環境破壊を考えると ，このようなエネルギー利用体制は問題である 。

　　　　　　　表５－１　アジア各国の天然ガスの需要とそのシェア（石油換算 ：百万トン）

一次エネルギー需要（・） その内天然ガス需要（ｂ） ｂ／ａ（％）

１９９５ ２０１０ １９９５ ２０１０ １９９５ ２０！０

中　　　国
８２９（Ｏ ．６９） １， ４４４（３ ．７％） １５ ５７（９ ．３％） １． ８％ ３． ９％

韓　　　国 １４６（３ ．３） ２４０（３ ．４％） ８ ３６（１０ ．５％） ５． ５％ １５ ．Ｏ％

台　　　湾 ６２（３ ．Ｏ） １３０（５ ．１％） ４ ２０（ユ１ ．３％） ６． ４％ ユ５ ．４％

日　　　本 ４８８（３ ．９） ５９０（！ ．２％） ５２ ８６（３ ．４％） ユＯ ．６％ １４ ．６％

南東アジア ２０６（Ｏ ．６１） ４２５（９ ．６％） ６１ １３８（５ ．５％） ２９ ．６％ ３２ ．４％

出所）アジア ・太平洋地域エネルギー 研究センター（ＡＰＲＥＲＣ）「長期エネルギー 需給見通し」

　　（１９９８年）

注１）１９９５年の【】内の数字は，人口１人当たりの消費量，２０１０年の【】内の％は１９９５年～２０１０

　　年の期間（１５年問）の年平均増加率，ともに計算は筆者による 。

注２）中国＝１１９６百万人 ：韓国 ＝４４百万人 ：台湾 ＝２１百万人 ：日本 ・１２３百万人。東南アジアには ，

　　インドネシア（人口１９２百万人，９４年） ，マレーシア（同１９百万人，９３年）フイリッ ピン（同

　　６７百万人，９４年），シンガポール（同３百万人，９４年） ，タイ（同５９百万人，９４年），ブルネイ

　　　（同Ｏ ．２７百万人，９３年）を含む。人口合計３億４０２７万人 。

表５－２　各国の天然ガス利用目的別比率

中国 韓国 台湾 日本 東南アジア

１９９５　２０１０　１９９５　２０！０　１９９５　２０１０　１９９５　２０１０　１９９５　２０１０

産業用　　一一 　７１％　 ユ２％　 １９％　 ２５％　 ２０％　 １２％　 １４％　 ユ５％　２１％

民生用　　一一 　２６％　５０％　５６％　２５％　１Ｏ％　２４％　２０％　Ｏ％　１％

発電用　　一一 　３％　３８％　２５％　５０％　７０％　６４％　６６％　８５％　７８％

出所）表５－１に同じ 。

次に２０１０年における ，各国（各地域）の予測天然ガスの利用比率は表５－２のようになる 。

表５－ ３で明かのように，東シベリアとサハリンの埋蔵量は，この地域の全体の３２％を占めて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）
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表５－３　アジア ・太平洋地域（極東ロシアを含む）の埋蔵量 ・生産量 ・

　　　　消費量（１９９６年）

埋蔵量（兆ｍ３） 生産量（１０億ｍ３） 消費量（１０億ｍ３）

マ　レ　ー　シ　ア ２． ３（１６ ．９％） ３５ ．４（１５ ．４％） １６ ．２（６ ．９％）

インドネシア
２． １（１５ ．３％） ６６ ．５（２８ ．９％） ３０ ．２（１２ ．９％）

中　　　　　国 １． ２（８ ．７％） １９ ．９（８ ．６％） １７ ．７（７ ．５％）

オーストラリア
Ｏ． ６（４ ．１％） ２９ ．８（１２ ．９％） １９ ．１（８ ．１％）

ブ　ル　ネ　イ ０． ４（３ ．Ｏ％） １１ ．６（５ ．０％） 一一（一一）

タ　　　　　　イ ０． ２（１ ．５％） １１ ．２（４ ．９％） １１ ．２（４ ．８％）

ベ　　ト　ナ　ム ０． １（１ ．０％） 一一（一一） 一一（一一）

日　　　　　本
一一（一一） ３． １（１ ．３％） ６６ ．１（２８ ．２％）

韓　　　　　国 一一（一一） 一一（一一） １３ ．５（５ ．８％）

台　　　　　湾 一一（一一） 一一（一一） ４． ５（１ ．９％）

シンガポール
一一（一一） 一一（一一） １． ５（０ ．６％）

ニュージーランド 一一（一一） 一一（一） ４． ７（２ ．０％）

ロシア（東シベリア） ３． ３（２４ ．６％） 一一（一一） 一一（一一）

ロシア（サハリン） １． ０（７ ．５％） 一一（一一） 一一（一一）

そ　　の　　他
２． ３（１７ ．４％） ５３ ．Ｏ（２３ ．０％） ４９ ．８（２１ ．２％）

合　　　　　計 １３ ．４（１００ ．０％） ２３０（１００ ．０％） ２３４ ．５（１００ ．０％）

　注）サハリン１： 約５７００億ｍ３（４２５０億ｍ３），サハリン２＝ 約３９００億ｍ３（４０８０

　　億ｍ３），サハリン３＝７２００－９７００億ｍ３，サハリン４＝８０００億ｍ３，サハリン

　　５＝２２００億ｍ３，ヤクーチアガス田＝ 約８５００億ｍ３，コビクタガス田＝ 約

　　８５００億ｍ３

出所）ＢＰ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａ１Ｒｅｖ１ｅｗ　ｏｆ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｅｎｅｒｇｙ，日本石油公団，石油資源開発資

　　料など，なお，サハリン１ ，２の【】内ガス鉱量とサハリン３～５のガス

　　鉱量は文献（１２）による 。

表５－４　天然ガスの採掘実績と予想高（１０億ｍ３）

サハ共和国
サハリン州
カムチャッカ州

極　東　全　体

１９８５　　１９９０　　　９１　　　　９２　　　　９３　　　　９４　　　　９５　　　　９６　　　　９７　　　　９８　　　２０００　　２００５

１， ０２　　１ ，４０　　１ ，５３　　１ ，５４　　１ ，５８　　１ ，６４　　１ ，６５　　１ ，６３　　１ ，６３　　１ ，６７　　２ ，００　　　２ ，４８

０， ８１　　１ ，８３　　１ ，８８　　１ ，７３　　１ ，６２　　１ ，４８　　１ ，６４　　１ ，７８　　１ ，８２　　１ ，９７　　２ ．０２　　１８ ．９５

　一’ 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　　　 一一 　〇 ．５０　　０ ．５５

１， ８３　　３ ，２３　　３ ，４１　　３ ，２７　　３ ，２０　　３ ，１２　　３ ，２９　　３ ，４１　　３ ，４５　　３ ，６４　　４ ．５２　　２１ ．９８

出所）文献７ ，ｐｐ
．１６，１８，１９

注）１９９６年までは実績，９７年は速報，９８年以後は予想 。

おり群を抜いて高い。サハリンのガスについては，まだ，サハリン３から８までの鉱区が残って

おり ，そこの鉱量はいまのところ表５－３の「注」のように推定されている 。さらに鉱量推定に

関しては，ロシア側の文献ではつぎのようになっ ている 。ｒ極東ロシアの天然ガスの確認埋蔵量

は２兆３１４７億ｍ３で， そのうち５８％（１兆３４２５億ｍ３）はサハ共和国，４１％（９４９０億ｍ３）はサハリン

州にある 。残り１％（２３１億ｍ３）はハバロスク地方，カムチャッカ州，マガダン州に存在する 。

予想埋蔵量は２４兆２０００億ｍ３である 。」（文献１１
，ｐ

．２８）。

　この表で注目されるのは，２０００年からカムチャッカ州でもガスの採掘が始まるという予測と
，

２００５年には現在開発が進んでいるサハリン大陸棚ガスの出荷が開始され，この年から ，サハリン

ガスの採掘高が急激に増加すると予測されていることである 。

　１９９８年９月世界エネルギー 会議（米国ヒューストン）では，天然ガスを２１世紀のエネルギーの主

役にすべきであると結論づけている 。その理由は地球環境にもっとも優しい化石燃料であること ，

その確認埋蔵量が世界の需要の２５０年分，非在来型の天然カスを含めると５００年分あるなど埋蔵量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７４）
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が豊富であり ，石油と違ってその分布が世界の各地に分散しているからである 。この天然ガスを

輸送する高圧国際パイプラインは欧州には８０万ｋｍ，北米では４４万ｋｍ存在するが，北東アジナに

はゼロである 。これでは，２１世紀において北東アジアの経済成長と環境問題を両立させることは

困難である 。北東アジアは全力をあげ，ガスパイプ網の建設に取りかかるべきである 。この建設

過程とその利用体制のなかで，北東アジァの経済的一体性が一層深化することは疑いない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

　６）欧州連合（ＥＵ）の前身である欧州共同体（ＥＣ）の形成は，１９５１年４月１８日のパリにおけるヨーロ

　　 ソパ石炭鉄鋼共同体（Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏａｌ　ａｎｄ　Ｓｔｅｅ１Ｃｏｍｍｕｍｔｙ）創設がその第１歩になった。このこと

　　は，北東アジアの経済統合にとって，ガスパイプ網がその役割を果たすことを示唆するものである 。

　７）天然ガスが環境に優しい燃料であることは，次のことによって知ることが出来る 。

　　化石燃料のＣ０２，ＮＯｘ， ＳＯｘ排出比較（燃焼時，石炭 ・１００％）

　　　　　Ｃ０ ２　　　ＮＯｘ　　　ＳＯｘ

石炭　　　１００％　　　！００％　　１００％

石油　　　８０％　　　７０％　　７０％

天然ガス　６０％　　２０－４０％　　　Ｏ％

　８）以下では，火力発電や家庭用燃料として天然ガスを利用するという一般的な利用の他，自動車，電

　　池，有機合成化学産業の原料としての天然ガス利用を，新聞記事から紹介する 。

　　天然カス自動車　現在圧目を集めているのが，天殊カス自動車（Ｎａｔｕｒａ１Ｇａｓ　Ｖｅｈｌｃ１ｅ・ ＮＧＶ）であ

　　る 。日本におけるＮＧＶの導入は，年率８０％で伸びている 。９９年１０月末の普及台数は４２２０台に達した 。

　　都市ガス協会は現在の車のＮＧＶへの代替に加え，全国的な普及活動を積極的に進めている 。天然ガ

　　スを気体のまま圧縮する（ＣＮＧ）自動車，液体ガス（ＬＮＧ）白動車，ガス容器で吸着貯蔵する

　　ＡＮＧ自動車の３種類があるが，日本ではＣＮＧ自動車が大部分。特徴は¢排気ガスがクリーン 。ガ

　　 ソリン車のＣ０２ を２０－３０％減らせる 。ＮＯｘ， ＣＯ，ＨＣの排出が少ない。　走行性 ・燃費もガソリン 車

　　 に匹敵し，オクタン価が高いので，エンジンの圧縮比を高められる 。　気体燃料のため，冬季でもエ

　　 ンジンスタートがスムーズ。＠低騒音，静粛性に優れている 。　自然発火温度が低いので安全性が高

　　い。＠一回の充填での走行距離は１５０ｋｍ～３３０ｋｍ。ガソリン車に比べて小さいが，路線バスや配送車

　　などはこれで十分であるし，走行距離をのばす工夫が進んでいる 。¢世界的に埋蔵量が圧倒的に大き

　　いうえ，世界の各地に広く存在する 。確認埋蔵量は９８年現在で約１４０兆ｍ３，可採年数は約６３年で石油

　　の４３年より長い。さらに新ガス田がつぎつぎと発見され，可採埋蔵量は増える傾向にある 。＠ＮＧＶ

　　への改装費に補助金が出る 。自動車取得税の軽減など優遇措置を使える 。（日本経済新聞 ，１９９９／１２／

　　８を参考とした）。

　　　燃料電池は水の電気分解の逆反応，すなわち水素と酸素を化学的に反応させることにより直接電気

　　を取り出す高効率でクリーな発電システム 。熱効率は火力発電が４０％程度に比べると４０－６０％と高い
。

　　発電時に得られる熱を給湯や暖房に利用すれば，総合エネルギー効率を８０％以上にすることも可能で

　　ある 。燃料の水素は天然ガス ，メタノールなどから取り出すことが出来る 。通産省は２０００年度予算の

　　エネルギー関係特別会計の概算要求で，燃料電池の開発に予算を重点的に配分している 。」（日本経済

　　新聞，１９９９／１２／８）

　　　天然ガス化学産業 ：北大の市川教授らのグループは「将来石油化学に代わる「天然ガス化学産業」

　　を創出できる可能性を秘めた研究成果を発表した。現行の製法と比べた（天然ガスからの水素）製造

　　 コストは，約４０％安い（現在の製法では水素１ｍ３当たり８０－１２５円であるが新製法では５－７０円）。 化

　　学原料はやや割高になるが，石油価格次第では十分競争力をもつとみている 。ゼオライトとモリブデ

　　 ン・ 炭素化合物から作 った新開発の触媒を１ｋｇ使えば，水素を毎時６００～８００リットル，ベンゼンを

（２７５）
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　　 １００～２００グラム作ることができ ，産業化が可能な速度に達した。特許は日米で取得済み。」「一方ベン

　　ゼンなどの化学原料は現在殆ど石油から作っているが，現在のベンゼンの価格はｋｇ当たり３０－５０円

　　程度。新製法では年産５トン規模として同５０円になる 。水素は燃やしても二酸化炭素を排出せず，次

　　世代の自家発電や電気自動車 ・水素自動車向けに利用される 。現在の水素の国内流通量は年間２億

　　ｍ３ で， ２０２０年には２２億ｍ３（年問１２ ．７％の増大率）に増大するとの予測もある」（日本経済新聞
，

　　１９９９／３／８）。

　９）１９９５年８月２２日 ，日米中の３カ国が旧ソ連のトルクメスタンとの間でシルクロード ・パイプライン

　　の建設について共同調査契約に調印した。このパイプラインは，シルクロードの北側に沿って約

　　８０００ｋｍにわたって施設される 。実現すれば世界最大級。２００５年から２０１０年の事業化をめざしている
。

　　トルクメスタンの天然ガスの確認埋蔵量は約３兆ｍ３でロシア，イランについで世界第３位（『現代用

　　語の基礎知識』自由国民社，１９９７年ｐ６５３）。

あとがき

　「変貌する極東ロシア研究序論」というタイトルのもとでは，次の地域の開発状況を是非入れ

たかったが，この分野では先進的な調査レポートが沢山でており ，それらを踏まえた創造的視点

を出すだけの準備がないため，あえてふれなかった。その地域とは，璋春　ザルヒノ港開発，綬

芥河（すいふんが）一グロテコボルート ，ブラゴベシシェンスクー黒河ルート ，「サハリン州（大

陸棚開発） ・カムチャッカ州」と北海道の関係深化，など。さらには，アメリカ東海岸と極東ロシ

アとの経済交流など，極東ロシアから見た「北東アジア ・ジア太平洋諸国」との関係の発展 ・変

貌過程である 。これらに付いては，他日を期したい。なお本稿脱稿後環日本海経済研究所『北東

アジア経済白書，２０００年版』（毎日新聞社）が発行された。ここに最新の情報が掲載されている

（２０００年１月１０日入稿）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文　　献
（１）　Ｂ　〃　ＣｂＩｐＫｍ亘

　“Ｏ　車ｅＡｅｐａ皿ｂＨ０カ　耳ｅＪＩｅＢ０抗　ｎｐｏｒ
ｐａＭＭｅ

　ｇＫ０Ｈ０Ｍ〃ｑｅｃＫ０ｒｏ　〃　ｃｏ口〃ａＩｂＨ０ｒｏ

　　ｐａ３舳丁朋ハａ■ｂＨｅｒｏ　ＢｏｃＴ０Ｂａ〃３ａ６ａ赦ａ皿朗亘ａ１９９６－２００５ｒｏ岬”『北海道極東研究　創刊号』日

　　 口北海道極東研究学会　１９９８年４月
。

（２）“¢・Ａ・ｐ・肚醐岬・・朋ｎｐ・・ｐ・ＭＭ・…Ｈ・Ｍｍ・・Ｋ… 　〃・・岬・ｍ… 　ｐ…〃・畑＾・皿朋…

　　ＢｏｃＴ０Ｂａ〃３ａ６ａ並Ｋａ皿珊Ｈａ　１９９６－２００５ｒｏ耶Ｉ” ｙＴＢｅｘｅＨａ　ｎｏｃＴａＨ０Ｂ皿ｅＨ〃ｅＭ　ｎｐａＢｍｅＪＩｂｃＴＢａ

　　Ｐｏｃｃ〃坊ｃＫ０抗¢ｅＡｅｐａ口〃〃０Ｔ１５ａ■ｐｅ■ａ１９９６ｒ　Ｎｏ４８０，Ｂ皿ａ＾〃Ｂ０ｃＴ０Ｋ，〃３Ａ耳ａ兀ｂＨｅＢ０ｃＴ０｛ＨＨ＝＿

　　ｏｒｏ　ｙＨ〃Ｂｅｐｃ〃ＴｅＴａ　１９９６
。

（３）ウラジミール ・イワノフ主任研究員他「＜１９９６～２００５年における極東 ・ザバイカル地域の経済 ・社会

　　発展連邦特別プロクラム〉の実施状況　調査報告書」環日本海経済研究所　１９９８年３月
。

（４）Ｂ〃〃皿ａｅＢ，ｎＡＭ〃ＨａＫｘｐ
‘‘

耳ａ皿ｂＨ〃並ＢｏｃＴ０ＫＰｏｃｃ班〃Ｐｅａ皿朋ｏｃｍ〃Ｂ０３Ｍ０ｘＨ０ｃｍｇＫ０Ｈ
－

　　０Ｍ〃ｑｅｃＫ０ｒｏ　ｐａ３Ｂ〃ＴｘＨ”１９９８ｒ
。

（５）山中文夫「日本と極東との貿易」『太平洋新時代の日口 関係』望月喜市，Ｖ．Ｐ．チチカノフ ，Ｐ．Ａ．ミ

　　ナキル編著，北海道新聞杜，１９８８年
。

（６）Ｐ．Ａ．ミナーキル「極東の社会経済総合発展戦略」『太平洋新時代の日口 関係』望月喜市，Ｖ．Ｐ．チチ

　　カノフ ，Ｐ．Ａ．ミナキル編著，北海道新聞社，１９８８年
。
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（７）　Ｐ　　ｒ　ＪＩｅ０ＨＴｂｅＢ　“ ３Ｋ０Ｈ０Ｍ〃Ｋａ　ＴｐａＨｃｎｏｐＴ　〃　ｎｐ〃ＰｏＡｏｎｏ皿ｂ３０ＢａＨ〃ｅ　ハａ皿ｂＨｅｒｏ　ＢｏｃＴ０Ｋａ
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‘‘
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ａｓ
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